
仕事と産業

�

�

仕
事
と
産
業



４７労働力状態
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

労働力人口・
総数
（人）

就業者・総数
（人）

完全失業者
（人）

就業者の主な
従業上の地位別
割合・雇用者
（％）

全 国 ６６０９７８１６ ６２９７７９６０ ３１１９８５６ ８３．０

北 海 道 ２８６７６７６ ２７３０７２３ １３６９５３ ８４．６
青 森 県 ７７１３０２ ７２９４７２ ４１８３０ ７６．２
岩 手 県 ７６３５２３ ７３２７８８ ３０７３５ ７７．６
宮 城 県 １２１２７８３ １１５３４１１ ５９３７２ ８４．１
秋 田 県 ６１４９０５ ５８８３８５ ２６５２０ ７８．１

山 形 県 ６６４７９１ ６４２５８０ ２２２１１ ７７．５
福 島 県 １１０８４５９ １０６０９２４ ４７５３５ ７９．４
茨 城 県 １５７０６０９ １５０４０４６ ６６５６３ ７９．９
栃 木 県 １０８２６０９ １０３８０８８ ４４５２１ ８１．１
群 馬 県 １０８４９４３ １０４０２５０ ４４６９３ ８０．５

埼 玉 県 ３７０２２６４ ３５２８３７６ １７３８８８ ８６．５
千 葉 県 ３１２２０１５ ２９７５６８５ １４６３３０ ８６．６
東 京 都 ６４６９９３０ ６１５８３７７ ３１１５５３ ８５．３
神 奈 川 県 ４４５９０２４ ４２４５２７１ ２１３７５３ ８９．０
新 潟 県 １３１６６１４ １２６５８０３ ５０８１１ ８１．４

富 山 県 ６１９０２５ ５９７７０２ ２１３２３ ８３．７
石 川 県 ６３７７３３ ６１４４６９ ２３２６４ ８２．４
福 井 県 ４５３５８９ ４３９６１８ １３９７１ ８０．８
山 梨 県 ４７５７０４ ４５７６８８ １８０１６ ７６．０
長 野 県 １２３８６８２ １２００２８１ ３８４０１ ７７．９

岐 阜 県 １１３４５９９ １０９２３７３ ４２２２６ ８０．８
静 岡 県 ２０９２５７９ ２０１３１６４ ７９４１５ ８１．８
愛 知 県 ３８４１４７１ ３６８７２３８ １５４２３３ ８４．７
三 重 県 ９６７３０７ ９２９８６６ ３７４４１ ８２．７
滋 賀 県 ６９４８７４ ６６９４８７ ２５３８７ ８５．２

京 都 府 １３３５６７２ １２７０４８５ ６５１８７ ８１．５
大 阪 府 ４４４５４３８ ４１３４１８１ ３１１２５７ ８４．５
兵 庫 県 ２７４５７７２ ２５９８８８０ １４６８９２ ８５．０
奈 良 県 ６８９６５６ ６５５６６３ ３３９９３ ８３．０
和 歌 山 県 ５２５１６２ ４９９１５７ ２６００５ ７３．８

鳥 取 県 ３３１２７５ ３１９４４２ １１８３３ ７８．７
島 根 県 ４０１７５０ ３８９８４９ １１９０１ ７８．９
岡 山 県 ９９８７８１ ９５５５０７ ４３２７４ ８２．１
広 島 県 １４９１８６４ １４２８３２６ ６３５３８ ８３．８
山 口 県 ７７８２８７ ７４６７０４ ３１５８３ ８２．０

徳 島 県 ４１０６０５ ３９０５０９ ２００９６ ７６．６
香 川 県 ５３６７５５ ５１１３５４ ２５４０１ ８１．５
愛 媛 県 ７４６９３７ ７０９６０７ ３７３３０ ７７．９
高 知 県 ４１５８９６ ３９３８２０ ２２０７６ ７５．２
福 岡 県 ２４６７６６９ ２３２３１８２ １４４４８７ ８３．７

佐 賀 県 ４５１４３２ ４３１４５７ １９９７５ ７６．５
長 崎 県 ７３７９１５ ７０２０９１ ３５８２４ ７９．１
熊 本 県 ９２７９３８ ８８６８８７ ４１０５１ ７６．７
大 分 県 ６１０５１５ ５８３２９４ ２７２２１ ７９．７
宮 崎 県 ５９６７７４ ５６６９８１ ２９７９３ ７６．０

鹿 児 島 県 ８７１７１１ ８２８９５７ ４２７５４ ７７．８
沖 縄 県 ６１３００２ ５５５５６２ ５７４４０ ８０．８

埼玉県の順位 ５ ５ ４ ３
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男女別年代別労働力率（各年１０月１日）

資料：「国勢調査」総務省統計局

概要
「国勢調査」によると、平成１２年１０月１
日現在の埼玉県の労働力人口は、前回調査
比２７，６９３人（０．８％）増の３，７０２，２６４人で前
回に引き続き全国第５位でした。その内訳
は、男性２，２９１，０２０人（前回調査比１．０％減）、
女性１，４１１，２４４人（同３．７％増）でした。労
働力率（１５歳以上人口に占める労働力人口
の割合）は、全体で６２．７％（前回調査比２．２
ポイント減）、男性７７．２％（同３．９ポイント
減、全国第４位）、女性４８．１％（同０．４ポイ
ント減、全国第２９位）となっています。労
働力率を年齢階級別に見ると、男性は２５～
５９歳の各年齢階級でいずれも９０％を超える
高い台形型です。一方、女性は２０～２４歳の
６９．９％と４５～４９歳の６５．９％を頂点とし、３０
～３４歳の５２．２％を谷とするM字型となって
いますが、昭和５５年と比べるとM字型が緩
やかになっています。
労働力人口のうちの就業者数は、前回調
査比１５，４０７人（０．４％）増の３，５２８，３７６人で全
国第５位、完全失業者は同１２，２８６人（７．６％）
増の１７３，８８８人で全国第４位でした。
従業上の地位別就業者数は、雇用者（「役

員」を含む。）の割合が前回調査より１．２ポ
イント拡大し、就業者総数の８６．５％を占め、
３，０５１，４０９人でした。

労働力人口
１５歳以上人口のうち就業者及び完全失業
者を合わせたもの。

就業者
調査週間中、収入（現物収入を含む。）

になる仕事を少しでもした人。休業者（勤
め人や事業を営んでいる人が仕事を休み始
めてから３０日未満の場合、又は、勤め人が
３０日以上休んでいても賃金や給料をもらっ
たか、もらうことになっている場合）、自
家営業の手伝いをした家族の人を含む。

完全失業者
調査週間中、収入になる仕事を少しもし

なかった人のうち、仕事に就くことが可能
であって，かつ公共職業安定所に申し込む
などして積極的に仕事を探していた人。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１２年１０月１日 ５年
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４８サラリーマン
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

常用労働者
１人平均月間
現金給与総額
（円）

常用労働者
現金給与総額
対前年増減率
（％）

常用労働者
１人平均月間
総実労働時間
（時間）

パートタイム
労働者比率
（％）

全 国 ３５１３３５ △１．１ １５３．０ ２１．０

北 海 道 ３０５６２５ ０．９ １５７．５ ２２．４
青 森 県 ２８４６８５ ０．３ １５８．６ １７．３
岩 手 県 ２９７６３８ △０．４ １５８．５ １５．７
宮 城 県 ３３２０２５ △１．３ １５８．１ １７．２
秋 田 県 ３０６４６９ △２．７ １６０．５ １１．０

山 形 県 ３０１３４５ △３．１ １６２．４ １３．３
福 島 県 ３１３６５０ ０．３ １５５．８ １５．７
茨 城 県 ３３４４１９ △０．５ １５４．３ ２２．１
栃 木 県 ３３４２２６ ０．３ １５５．０ ２１．０
群 馬 県 ３３７９８０ １．７ １５６．９ １７．９

埼 玉 県 ３１３６３９ △４．２ １４３．９ ３１．４
千 葉 県 ３３９５６９ △２．５ １４７．４ ２６．９
東 京 都 ４４５１３３ △２．９ １５２．９ １６．５
神 奈 川 県 ３７２６１８ △１．０ １４７．９ ２５．４
新 潟 県 ３２１１８８ １．０ １５９．１ １４．９

富 山 県 ３２２６６２ △０．７ １５３．９ １７．０
石 川 県 ３４２２２７ △１．８ １５９．０ １５．１
福 井 県 ３１８３１１ △２．９ １５６．６ １６．３
山 梨 県 ３２７３６４ △４．１ １５４．３ ２０．７
長 野 県 ３３３６３５ △４．９ １５６．０ １６．０

岐 阜 県 ３１７００１ △２．８ １５５．６ ２１．７
静 岡 県 ３４７３２２ △１．５ １５４．７ ２２．９
愛 知 県 ３７２３３７ △２．１ １５２．９ ２２．０
三 重 県 ３４３９３０ △３．１ １５２．８ １９．６
滋 賀 県 ３４５８８９ ０．７ １５０．８ ２３．１

京 都 府 ３５３９９０ １．１ １５０．９ ２１．７
大 阪 府 ３８６５５９ △４．３ １５１．０ ２０．８
兵 庫 県 ３４６８４２ △０．８ １５０．７ ２４．９
奈 良 県 ３４９４１３ △４．４ １４４．８ ２６．８
和 歌 山 県 ３２０４８７ △１．２ １５１．８ ２３．０

鳥 取 県 ３０６５６１ ０．１ １５６．７ １６．２
島 根 県 ３０９５５９ △２．３ １５７．２ １２．３
岡 山 県 ３３３４５２ △０．８ １５７．２ １８．３
広 島 県 ３４９１１２ △０．３ １５５．０ １８．９
山 口 県 ３１８７５３ △２．２ １５４．４ ２０．４

徳 島 県 ３１１３７０ △１．２ １５７．３ １４．３
香 川 県 ３２５１８７ ０．９ １５６．８ １７．５
愛 媛 県 ２９９９０６ △０．２ １５４．７ ２１．８
高 知 県 ３１８３２３ ２．１ １５５．０ １５．６
福 岡 県 ３２９４１４ △０．１ １５５．３ ２０．１

佐 賀 県 ２８７２２９ △０．２ １５９．０ １９．０
長 崎 県 ３０４４８７ △２．８ １５７．５ １８．３
熊 本 県 ２８３３９３ △２．５ １５４．５ ２１．０
大 分 県 ３０９５４５ △０．２ １６０．１ １５．６
宮 崎 県 ２９１５８３ △１．２ １５８．１ １８．６

鹿 児 島 県 ３０１１１０ ３．４ １５７．５ ２０．３
沖 縄 県 ２６９２２０ △３．１ １６３．１ １８．２

埼玉県の順位 ３１ ４４ ４７ １
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産業大分類別、性別常用労働者の１人平均月間現金給与額（平成１３年平均、事業所規模５人以上）

資料：「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動き」県統計課

概要
「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」に
よると、平成１３年の埼玉県の常用労働者１
人平均月間現金給与総額は３１３，６３９円で全
国第３１位でした。これを平成１２年を１００と
する指数で比べると前年より４．２％減って
います。
「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動
き」によると、平成１３年の埼玉県における
常用労働者１人平均月間現金給与総額は男
子４０５，９１３円、女子１９２，８４６円となり、男子
を１００とした場合の女子は４７．５でした。産
業別に男子を１００としたときの女子の値が
最も低かったのは運輸・通信業で３７．４、次
いで製造業３８．７、卸売・小売業４２．８でした。
１人平均月間総実労働時間は、前年に比
べ３．２％減って１４３．９時間で全国最下位でし
た。
また、パートタイム労働者比率は３１．４％
で全国第１位でした。

常用労働者・パートタイム労働者
常用労働者とは、原則として「期間を定
めず、又は１か月を超える期間を定めて雇
われている者」、「日々又は１か月以内の期
間を限って雇われている者のうち、前２か

月にそれぞれ１８日以上雇われた者」のどち
らかに該当する労働者。パートタイム労働
者とは、常用労働者のうち、１日の所定労
働時間又は１週の所定労働日数が一般の労
働者よりも短い者。

現金給与総額
所得税、社会保険料等を差し引く前の金

額で、きまって支給する給与（超過労働給
与を含む）と特別に支払われた給与（特別
給与）との合計額。

実労働時間
労働者が実際に労働した時間数をいい、

原則として休憩時間を除く。総実労働時間
数とは、所定内労働時間数（就業規則で定
められた正規の始業・終業時刻間の実労働
時間）と所定外労働時間数（残業等の実労
働時間数）の合計をいう。

※表＊１～４は、事業所規模５人以上で調
査産業計。また、全国値は、全国調査結果
で地方調査結果の平均ではない。
表＊２は指数による対比。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」厚生労働省 平成１３年平均 毎年
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４９求人・求職
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

有効求人倍率
（倍）

就職率
（％）

中高年齢者
就職率
（％）

雇用保険受給者
実人員
（人）

全 国 ０．５６ ２６．２ ２０．０ １０６８７８８

北 海 道 ０．４７ ４４．７ ４７．７ ５１８０７
青 森 県 ０．３０ ２２．３ ９．４ １６６８２
岩 手 県 ０．４２ ３５．４ ２９．７ １１６９１
宮 城 県 ０．５３ ２７．０ １９．５ １８９８６
秋 田 県 ０．４２ ２６．２ １２．７ １０９７０

山 形 県 ０．５４ ３１．２ １６．５ １０２４８
福 島 県 ０．４８ ２７．８ １８．３ １６３１９
茨 城 県 ０．５８ ２５．３ １３．４ ２０２２８
栃 木 県 ０．６７ ２７．３ １５．４ １４０６９
群 馬 県 ０．８１ ２６．８ １５．７ １３１５８

埼 玉 県 ０．５１ １８．５ １３．４ ５５９９７
千 葉 県 ０．５２ １８．７ １４．０ ４７７０７
東 京 都 ０．７３ １８．９ １７．４ ９１４６６
神 奈 川 県 ０．５２ １９．３ １５．７ ６９４３７
新 潟 県 ０．５２ ３１．８ ２４．７ ２０５３９

富 山 県 ０．５７ ２９．９ １９．６ ９２５０
石 川 県 ０．６２ ３５．１ ２９．７ ９２９７
福 井 県 ０．８１ ３２．０ １９．２ ５８３９
山 梨 県 ０．８７ ３１．０ １９．０ ５１７１
長 野 県 ０．７６ ３０．６ ２７．１ １７８００

岐 阜 県 ０．７８ ２９．１ ２１．４ １４６５１
静 岡 県 ０．８２ ２７．２ ２３．０ ３１８３９
愛 知 県 ０．７６ ２１．７ １３．９ ５３２５８
三 重 県 ０．６２ ２６．４ １９．６ １６４０７
滋 賀 県 ０．５２ ２６．７ １６．７ １１５２８

京 都 府 ０．４７ ２７．３ １８．８ ２４０４２
大 阪 府 ０．４８ ２１．６ １３．３ ８１５０５
兵 庫 県 ０．４３ ２２．０ １６．９ ５２８３６
奈 良 県 ０．４５ ２３．６ １２．１ １１３０３
和 歌 山 県 ０．４４ ２９．６ １６．５ ９０１２

鳥 取 県 ０．６９ ３４．０ ２３．６ ５３９４
島 根 県 ０．６７ ３５．４ ２６．３ ６５９７
岡 山 県 ０．７３ ２９．４ １８．６ １７８３０
広 島 県 ０．６２ ２８．４ ２１．７ ２８７７４
山 口 県 ０．６７ ３１．２ １９．３ １２９９５

徳 島 県 ０．５６ ２６．９ １４．７ ８０６８
香 川 県 ０．８２ ３２．８ １９．６ ９２２２
愛 媛 県 ０．６５ ２９．７ １８．８ １３２８９
高 知 県 ０．４５ ２２．８ １１．８ ８４４８
福 岡 県 ０．４３ ２２．３ １４．９ ４８８１８

佐 賀 県 ０．４４ ２７．９ １９．４ ８３５３
長 崎 県 ０．４２ ２９．９ １７．５ １３０７７
熊 本 県 ０．４２ ２３．５ １６．３ １６２３６
大 分 県 ０．５４ ３０．８ ２３．１ １２１８９
宮 崎 県 ０．４２ ２９．０ ２０．１ １２３５１

鹿 児 島 県 ０．４４ ２９．９ １７．７ １５０２１
沖 縄 県 ０．２６ ２５．１ １６．４ ９０８６

埼玉県の順位 ２９ ４７ ４１ ４
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一般・パートタイム別有効求人倍率（各年度月平均）

資料：「業務概況」埼玉労働局

概要
「労働市場年報」によると、平成１３年度
の埼玉県の一般（新規学校卒業者とパート
タイムを除く一般職業紹介。以下同じ。）
とパートタイムを合わせた有効求人数は
７１１，１９３人、有効求職者数は１，４０２，７８５人で
有効求人倍率は０．５１倍でした。
「業務概況」によると、埼玉県の一般の
有効求人倍率は平成６年以降パートタイム
を下回り、厳しい状況が続いています。
また、「労働市場年報」によると、平成

１３年度の埼玉県の一般とパートタイムを合
わせた就職件数は５３，５５３件、新規求職申込
件数は２９０，２６０件で、就職率は１８．５％（一
般１５．６％、パートタイム２７．９％）でした。
中高年齢者（４５歳以上の者）の一般の就

職率は前年度より１．５ポイント減少し１３．４％
でした。
「雇用保険事業年報」によると、平成１２
年度の雇用保険受給者実人員は５５，９９７人で
全国第４位でした。

有効求人倍率
月間有効求人数（前月から未充足のまま

繰り越された求人と当月の新規求人との合
計）を月間有効求職者数（前月から繰り越
して引き続き求職している者と当月の新規
求職者との合計）で除したもの。

就職率
就職件数（原則として自安定所の有効求

職者が自安定所の紹介により就職したこと
を確認した件数）÷新規求職申込件数×１００

雇用保険受給者実人員
各月に求職者給付（基本手当、技能習得

手当、傷病手当及び寄宿手当をいい、高年
齢求職者給付金及び特例一時金を除く。）
を受けた受給資格者数を月平均とした人数。
延長分、特例訓練分を含む。

※表＊１，２は、一般（新規学卒者とパート
タイムを除く一般職業紹介）とパートタイ
ムの合計で、表＊３は一般のみ。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「労働市場年報」厚生労働省
＊４「雇用保険事業年報」厚生労働省

平成１３年度
平成１２年度月平均

毎年
毎年
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５０産業別就業者
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

第１次産業
（人）

第２次産業
（人）

第３次産業
（人）

第３次産業・
女
（人）

全 国 ３１７２５０９ １８５７１０５７ ４０４８４６７９ １８８２１０４９

北 海 道 ２１７９０８ ６０２８５９ １８８１０８９ ８６４９２３
青 森 県 １０３７３５ １８５５７１ ４３７１４２ ２０７３３９
岩 手 県 １０３９９２ ２１６１４２ ４１２１８７ １９７３５６
宮 城 県 ７４９０９ ３０８３４５ ７５９３４３ ３４０９４６
秋 田 県 ６４４６５ １８１６８８ ３４１４６２ １６４２０４

山 形 県 ７１０４９ ２２３３２８ ３４７５３５ １６７６８４
福 島 県 １０２１１５ ３６８４２５ ５８５９２６ ２７５９５４
茨 城 県 １２０５２０ ５０４２８５ ８６６３５２ ３９２７４６
栃 木 県 ７５２１４ ３７３４０３ ５８２６３５ ２７５５７３
群 馬 県 ７１８１５ ３７８９５８ ５８４５３４ ２７８３４６

埼 玉 県 ８４８５３ １０７８９４７ ２３０３７４８ １００２１７０
千 葉 県 １１７４４６ ７３３９６１ ２０７０６６９ ８９９３１２
東 京 都 ２７１２６ １３８２９４１ ４５７２５１１ ２０３２１７２
神 奈 川 県 ４３８７１ １１７７７２８ ２９５４２１５ １２８０６４３
新 潟 県 ９２１２７ ４３５７５２ ７３３３２９ ３５２５８７

富 山 県 ２３５１５ ２２９６７５ ３４３２０４ １７４２７４
石 川 県 ２３９２５ ２００２０９ ３８６２６７ １９０５８０
福 井 県 ２０７３０ １６４１７５ ２５３６７３ １２４７１９
山 梨 県 ４０１３５ １５６１１６ ２５９９４０ １２３４２０
長 野 県 １３４５４５ ４２１４５０ ６３９８６０ ３０６７３８

岐 阜 県 ４１０７９ ４２２６６１ ６２６６９２ ３０３７２１
静 岡 県 １０７７０９ ７５５８８７ １１３９７１１ ５５５５３５
愛 知 県 １０９１８１ １３６０２１４ ２１９２５８６ １０３１４６４
三 重 県 ４８５４５ ３３４２９９ ５４３５２９ ２６７９６５
滋 賀 県 ２３５１８ ２５９５３１ ３７８４７７ １７９２８４

京 都 府 ３４８５３ ３６５７６６ ８４６１１６ ３９３０１１
大 阪 府 ２２４９３ １２４５４２４ ２７９５３９９ １２７１４９７
兵 庫 県 ６３９１３ ７８８８４６ １６９８１７１ ７９０２６６
奈 良 県 ２１００３ １９１１５２ ４３２１４０ １８９５４１
和 歌 山 県 ５２７１２ １３２００６ ３１０５７６ １４７２３４

鳥 取 県 ３６７４１ ９４７９０ １８６３１６ ９０２５２
島 根 県 ４０８９６ １１２６３１ ２３４７６２ １１５５４０
岡 山 県 ６２３５８ ３０９３５３ ５７６９４７ ２８４１１９
広 島 県 ６５９３７ ４２３０２６ ９２３５８７ ４４６０６０
山 口 県 ５３８９４ ２２２０３４ ４６７３１０ ２３８２７９

徳 島 県 ４０３５２ １１２９３９ ２３２０７８ １１５６２５
香 川 県 ３７５８２ １４９３７２ ３２２６７５ １５６２３９
愛 媛 県 ７０９５７ ２０５７１１ ４３１３６４ ２１１９５６
高 知 県 ５０５１２ ８７８２７ ２５３０６５ １３２２５８
福 岡 県 ８６５９１ ５６６６５４ １６４０５９０ ７９１２０３

佐 賀 県 ４９６０１ １１８５２８ ２６２４０７ １３２１８６
長 崎 県 ６７１９８ １６５９５６ ４６６１９７ ２３１７８７
熊 本 県 １０７４８０ ２１８０１３ ５５４９３８ ２７９０８０
大 分 県 ５５９１７ １５６０６１ ３６７０８０ １８４０８６
宮 崎 県 ７４０１３ １４３６４９ ３４７７７３ １７５７３４

鹿 児 島 県 ９９３２３ ２００５４８ ５２６２１７ ２５７２８９
沖 縄 県 ３４１５６ １０４２２１ ４１２３５５ １９８１５２

埼玉県の順位 １４ ５ ４ ５
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主な産業別就業者数（各年１０月１日）

資料：「国勢調査」総務省統計局

概要
「国勢調査」によると、平成１２年１０月１
日現在の埼玉県の産業３部門別就業者数は、
第１次産業が８４，８５３人（就業者総数の２．４％）
で全国第１４位、第２次産業が１，０７８，９４７人
（同３０．６％）で全国第５位、第３次産業が
２，３０３，７４８人（同６５．３％）で全国第４位で
した。
就業者数を産業大分類別にみると、サー
ビス業の就業者が９２７，０９８人（就業者総数
の２６．３％）と最も多く、次いで卸売・小売
業，飲食店８０４，４０１人（同２２．８％）、製造業
７５０，４４０人（同２１．３％）などとなっています。
昭和５５年からの主な産業別就業者数の推

移をみると、農業は一貫して減少しており、
平成１２年の農業就業者数は昭和５５年の
５２．７％となりました。また、製造業就業者
数は平成２年をピークとして減少に転じて
おり、平成１２年には大きな伸びを示してき
たサービス業就業者数よりも少なくなりま
した。平成１２年のサービス業就業者数は、
昭和５５年の２．２倍となっています。
また、第３次産業就業者のうちの４３．５％、

１，００２，１７０人が女性であり、これは女性就

業者総数の７４．２％を占めています。

産業
就業者について、調査週間中、その人が

実際に、又はふだん主にその仕事をしてい
た事業所の主な事業の種類によって分類し
た。産業分類は、日本標準産業分類（平成
５年１０月改訂）を基に、平成１２年国勢調査
の集計用に再編成したもの。なお、産業３
部門の区分は、大分類を次のように集約し
たものである。
第１次産業
農業、林業、漁業

第２次産業
鉱業、建設業、製造業

第３次産業
電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通

信業、卸売・小売業・飲食店、金融・保険
業、不動産業、サービス業、公務（他に分
類されないもの）

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１２年１０月１日 ５年
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５１事業所
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数

事業所数
平成８～１３年
増加率
（％）

事業所
従業者数
（人）

従業者数
平成８～１３年
増加率
（％）

全 国 ６３５０１０１ △５．５ ６０１５８０４４ △４．２

北 海 道 ２７０５０４ △５．８ ２５８５３６１ △５．９
青 森 県 ７４３４１ △３．６ ６３３４５０ △１．９
岩 手 県 ７２４５６ △２．８ ６２９４５４ △３．４
宮 城 県 １１５２９７ △３．３ １１０６１３６ △１．５
秋 田 県 ６５３００ △６．７ ５２２８４９ △６．０

山 形 県 ７０５２３ △４．２ ５６９７１７ △４．３
福 島 県 １０９６５２ △４．４ ９５９８４４ △４．６
茨 城 県 １３５３８３ △４．５ １３０３８９０ △３．１
栃 木 県 １０３８３５ △５．５ ９４３６７４ △３．５
群 馬 県 １０９６３７ △５．３ ９８５５９３ △２．６

埼 玉 県 ２６６７７５ △３．８ ２５５６５９６ △１．４
千 葉 県 ２０６７９３ △３．７ ２１３２２８２ △０．７
東 京 都 ７２４７６９ △６．１ ８６０８７９４ △４．２
神 奈 川 県 ３０９４４１ △５．２ ３３７４７５２ △４．４
新 潟 県 １４２１２３ △５．５ １１７８４８４ △５．４

富 山 県 ６４７３４ △５．３ ５７８８１８ △４．８
石 川 県 ７２６３８ △７．１ ６０１０５８ △６．２
福 井 県 ５２８５５ △５．７ ４２２３９８ △３．６
山 梨 県 ５２７８９ △５．５ ４１１２３７ △２．６
長 野 県 １２８９６９ △３．５ １０７７９６１ △２．６

岐 阜 県 １２２４２５ △５．４ ９７６２１９ △３．３
静 岡 県 ２０７９２３ △４．６ １８８７６１１ △２．６
愛 知 県 ３６０３５８ △５．６ ３６８９３１６ △４．１
三 重 県 ９３２９２ △５．４ ８５１８５２ △４．０
滋 賀 県 ６１９４１ △３．１ ６１０７３３ ０．８

京 都 府 １４２１１９ △８．７ １２０１５４７ △５．４
大 阪 府 ４８３９６４ △９．３ ４７７８８０８ △８．５
兵 庫 県 ２５２１３２ △４．８ ２３２９８６８ △６．４
奈 良 県 ５３０７３ △３．１ ４６９７８１ △０．１
和 歌 山 県 ５８９９７ △６．７ ４２４３６０ △５．７

鳥 取 県 ３１９２６ △５．７ ２８０４７８ △３．９
島 根 県 ４５３４４ △４．３ ３５２０１９ △２．６
岡 山 県 ９２８２３ △７．１ ８６８９４１ △５．７
広 島 県 １４５５５５ △６．８ １３５８１１５ △６．２
山 口 県 ７８０９９ △６．１ ６８６８４７ △６．２

徳 島 県 ４５４９８ △６．７ ３５５０８９ △５．４
香 川 県 ５７３３５ △６．３ ４８６５１２ △５．９
愛 媛 県 ８０６１３ △４．８ ６６１６９５ △３．４
高 知 県 ４６３５４ △５．５ ３４７７６５ △３．０
福 岡 県 ２４２６１１ △４．２ ２２５５３８５ △３．５

佐 賀 県 ４４６７３ △３．０ ３８７８００ △３．３
長 崎 県 ７６４０３ △４．５ ６３０４９８ △３．８
熊 本 県 ８６６５８ △５．２ ７６８６４５ △３．２
大 分 県 ６５３０２ △２．１ ５４２３８３ △２．２
宮 崎 県 ６１６７９ △３．６ ４９５０５１ △３．５

鹿 児 島 県 ９１０１１ △４．７ ７４５３６７ △１．２
沖 縄 県 ７３１７９ △３．３ ５３３０１１ ３．２

埼玉県の順位 ６ １２ ６ ６

� 仕事と産業

110



その他 
4.9％ 

運輸・ 
通信業 
7.5％ 

不動産業 
4.5％ 

卸売・ 
小売業、 
飲食店 
38.1％ 

卸売・ 
小売業、 
飲食店 
29.3％ 

事業所数 
266,775事業所 

従業者数 
2,556,596人 

サービス業 
27.6％ 

サービス業 
26.0％ 

製造業 
22.6％ 

製造業 
14.1％ 

建設業 
10.8％ 建設業 

7.5％ 

その他 
7.2％ 

事業所数・従業者数の主な産業大分類別構成比（平成１３年１０月１日・全事業所）

資料：「事業所・企業統計調査」総務省統計局

概要
「事業所・企業統計調査」によると、平
成１３年１０月１日現在の埼玉県の全事業所数
は、前回調査（平成８年）よりも１０，４０５事
業所（３．８％）減少して２６６，７７５事業所で全
国第６位でした。また、全事業所の従業者
数は、前回調査よりも３４，９８７人（１．４％）減
少して２，５５６，５９６人で同じく全国第６位で
した。
なお、全事業所のうちの民営の事業所は、
前回調査よりも１１，２７１事業所（４．２％）減少
して２５９，７９５事業所で、従業者数は同じく
４７，３１９人（２．０％）減少して２，３６０，９１４人で
した。
全事業所数を産業大分類別にみると、「卸
売・小売業、飲食店」が全体の３８．１％と最
も多く、次いでサービス業（２７．６％）、製造
業（１４．１％）、建設業（１０．８％）となってい
ます。
全事業所の従業者数を産業大分類別にみ
ると、「卸売・小売業、飲食店」が２９．３％
と最も多く、次いでサービス業（２６．０％）、
製造業（２２．６％）となっています。今回調
査ではサービス業の伸びが大きく、前回調

査で２番目に従業者の多かった製造業と順
位が入れ替わりました。

事業所
事業所とは、経済活動の場所ごとの単位

であって、原則として次の２つの要件を備
えているもの。
１）経済活動が、単一の経営主体のもとで
一定の場所（一区画）を占めて行われてい
る。
２）物の生産、サービスの提供が、従業者
と設備を有して、継続的に行われている。

従業者
調査日現在、当該事業所に所属して働い

ているすべての人。ただし、別経営の事業
所から派遣されているなど、当該事業所か
ら賃金等を支給されていない人は含めず、
個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・
給与を支給されていなくても含む。

※表、グラフ、文中の事業所は全事業所数
を指す。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「事業所・企業統計調査」総務省統計局 平成１３年１０月１日
５年

（中間に簡易調査）
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５２農業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

総農家数
（戸）

経営耕地
総面積
（ha）

農業粗生産額
（億円）

農家１戸当たり
生産農業所得
（千円）

全 国 ３１２０２１５ ３８８４０４０ ９２５７４ １１４７

北 海 道 ６９８４１ ９９６６３７ １０５５１ ５６４２
青 森 県 ７０３０１ １１９４８３ ２６４８ １６１９
岩 手 県 ９２４３８ １２６０２１ ２８４９ １０７１
宮 城 県 ８４９５９ １１９９９９ ２２０２ ９９０
秋 田 県 ８０５６３ １３５０８２ ２０５８ １０１３

山 形 県 ６７５７２ １１１２１７ ２３７２ １３０１
福 島 県 １１１２１９ １３３７７９ ２６５１ ９３９
茨 城 県 １２８０２０ １４１２２１ ４１４７ １４３７
栃 木 県 ７７５３２ １１４９８９ ２７４６ １５２２
群 馬 県 ６５５６５ ５８３４６ ２２８９ １４２４

埼 玉 県 ８４５１８ ６９３４７ ２０５２ ９０８
千 葉 県 ９１８５０ ９９９６７ ４４４８ ２１７１
東 京 都 １５４６０ ７４１５ ３１２ ８８９
神 奈 川 県 ３０７０５ １６９７８ ８２７ １１６５
新 潟 県 １１６２６５ １５７１８７ ３１４１ １０１１

富 山 県 ４７２２７ ５２１５５ ８００ ４６２
石 川 県 ３６６５３ ３７２０８ ６８５ ４３９
福 井 県 ３８６４４ ３７６１２ ５９１ ５１１
山 梨 県 ４２７４１ ２１３２８ ９２５ １１８８
長 野 県 １３６０３３ ８９３４２ ２５５８ ７０８

岐 阜 県 ８４７６４ ４９０６０ １２７５ ５９７
静 岡 県 ８３１４９ ５７４０５ ２８００ １６５４
愛 知 県 ９８５９１ ６５０３８ ３４１９ １３８８
三 重 県 ６６９０５ ５２０５７ １３３４ ６０５
滋 賀 県 ４８７１９ ４７７９３ ７４６ ４３８

京 都 府 ４２３７４ ２６５４１ ７４１ ７７０
大 阪 府 ２９８０１ １１２２４ ３７７ ６０９
兵 庫 県 １１４５２３ ６６２５５ １６７６ ４８６
奈 良 県 ３２２５５ １７０４６ ５６７ ７９３
和 歌 山 県 ３９８６３ ２８３８７ １１７４ １４３３

鳥 取 県 ３７６９７ ３０１７８ ７７０ ６５１
島 根 県 ４９４８０ ３４１８７ ６８５ ３９３
岡 山 県 ９００５３ ５８１０６ １３６２ ４７７
広 島 県 ８２２４０ ４８２３１ １１６０ ４９７
山 口 県 ５６２０５ ４１２１６ ８３５ ４５６

徳 島 県 ４２０９４ ２６４２８ １２４２ １０８８
香 川 県 ５０１７６ ２９０５２ ８４５ ５１３
愛 媛 県 ６２０７６ ４６５９３ １４５２ ９６７
高 知 県 ３４９１９ ２３０３６ １０９６ １４６６
福 岡 県 ８１８４９ ７７６３８ ２３８８ １０９７

佐 賀 県 ４１１３５ ５０７７１ １４５５ １４３６
長 崎 県 ４４４１５ ３８０２９ １３６９ １０２０
熊 本 県 ７９６２１ ９２６４９ ３３５８ １７８９
大 分 県 ５７７１１ ４６０７１ １５２０ １０４０
宮 崎 県 ５６１９５ ５６２１３ ３１２８ １６４９

鹿 児 島 県 ９８２１１ ８９２００ ４０４８ １２４４
沖 縄 県 ２７０８８ ３０３２３ ９０２ １７０８

埼玉県の順位 １３ １６ ２０ ２９
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農業粗生産額・農業総産出額の主な部門別構成比（平成１２年）

資料：「生産農業所得統計」農林水産省

概要
「世界農林業センサス」によると、平成
１２年２月１日現在の埼玉県内の総農家数は
８４，５１８戸で全国第１３位でした。また、経営
耕地総面積は６９，３４７haで全国第１６位で、
その内訳は田４１，３４６ha（構成比５９．６％）、畑
２３，７０７ha（同３４．２％）、樹園地４，２９５ha（同
６．２％）でした。
「生産農業所得統計」によると平成１２年
の埼玉県の農業粗生産額は２，０５２億円で全
国第２０位、そのうち野菜が４０．３％、米が
２２．７％、畜産が１７．４％、花きが１０．０％を占
めています。また、農家１戸当たりの生産
農業所得は９０８千円でした。

農家
経営耕地面積が１０a以上の農業を営む世
帯又は調査期日前１年間の農産物販売金額
が１５万円以上あった世帯。

経営耕地
農家が経営する耕地（田、畑、樹園地）。

農業粗生産額

当該年における市町村別の品目別生産数
量に品目別農家庭先価格を乗じて求めたも
のの合計を推計単位とする。表＊３の都道
府県値及び全国値には、市町村間で売買さ
れた中間生産物の分が重複計上されている。
なお、グラフの全国値は、同時期における
中間生産物を除いて推計する農業総産出額
を基にしている。平成１２年農業総産出額（全
国値）は９１，２９５億円（資料「平成１３年農業
産出額（概算）」農林水産省）。

１戸当たり生産農業所得
生産農業所得÷総農家数（２０００年世界農
林業センサス）

生産農業所得
年間で農業が産出した付加価値の総額。
当該都道府県内の市町村別生産農業所得

（部門別粗生産額に部門別所得率を乗じた
部門別所得の合計に経営確立助成金と政府
等助成の補償金を加算）の合計。平成１２年
農業総産出額（全国値）に対応する生産農
業所得は、３５，５６２億円。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「世界農林業センサス」農林水産省
＊３４「生産農業所得統計」農林水産省

平成１２年２月１日
平成１２年

５年
毎年
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５３工業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数
従業者数
（人）

製造品
出荷額等
（万円）

製造品
出荷額等・
対前年増減率
（％）

全 国 ３４１４２１ ９１８３８３３ ３００４７７６０３７７ ３．１

北 海 道 ８８１７ ２１８１３３ ５９１７１７２７１ ３．６
青 森 県 ２４０６ ７４７５０ １３７４１６９６８ １．９
岩 手 県 ３３０５ １１２１７５ ２４５３９５８１９ ６．４
宮 城 県 ４４９３ １４３７６８ ３８６５１１７５２ ３．１
秋 田 県 ３１９４ ９２８３３ １７０７０２９３２ ５．４

山 形 県 ４１２４ １２８８５３ ２９６４８９０６２ ８．０
福 島 県 ６３３５ ２０１６２７ ５７０８７１５７８ ５．９
茨 城 県 ８３０２ ２８６５３２ １０７３５９７３１０ ２．０
栃 木 県 ７０６７ ２１５７４３ ７６６４６２９１４ １．１
群 馬 県 ８１５４ ２３６６２９ ８０２４９４７１０ △０．５

埼 玉 県 １９２２３ ４７８１７９ １４４７４０３２７１ ４．８
千 葉 県 ８２１０ ２５３８６７ １１４５７３３１１５ ３．１
東 京 都 ３００９６ ５５５６３３ １７９５９０３４００ △０．８
神 奈 川 県 １４０８２ ５０６２５７ ２１７２７６０８３９ １．９
新 潟 県 ８６４９ ２２７４６１ ４６７１１６７１４ １．７

富 山 県 ４１９８ １３４３７７ ３４５８８８３６５ ３．２
石 川 県 ４９２０ １０５８６５ ２４９７５７９９５ ０．９
福 井 県 ３８４９ ８６９１８ １９７４３４７４２ ５．２
山 梨 県 ３０８２ ８３２０４ ２６３００７７３８ １０．９
長 野 県 ８２８１ ２３８６６６ ７０１６８２３００ ８．３

岐 阜 県 １００５７ ２１１７３８ ５０８５７７３０１ ４．４
静 岡 県 １５７３６ ４６１１８４ １６６１０７７５５２ ４．４
愛 知 県 ２７７６２ ８２０９８１ ３４３３６１１２２２ ３．９
三 重 県 ６１２１ １９６１９５ ８０９３６８２９０ ５．５
滋 賀 県 ３９８５ １５５１４３ ６３９６４０２０４ ４．４

京 都 府 ７５９９ １７６４５７ ５８８５７８９９９ ８．５
大 阪 府 ３２５５７ ６３６７４３ １８０１９７１１３７ △０．６
兵 庫 県 １３９４７ ４０１２２４ １４０６９９８９６３ ３．６
奈 良 県 ３５８２ ８０２０３ ２４１８２９８００ １．０
和 歌 山 県 ３０１２ ５９６３４ ２２６５３５７１８ ４．９

鳥 取 県 １４８６ ４７０７９ １２００２７６４０ △１．６
島 根 県 ２０６３ ５２６９２ １２２６２５６６４ １２．２
岡 山 県 ５４３５ １６５２６２ ６３６９５００７１ ０．６
広 島 県 ７５４８ ２２５３６１ ７２１７６７４２２ ５．１
山 口 県 ２８４２ １０６５６２ ４８３８０４０１９ ３．５

徳 島 県 ２２９０ ５８０８８ １５０５２１２５５ △０．７
香 川 県 ３１２４ ７６４１６ ２１４５９０９１１ △０．５
愛 媛 県 ３８９３ １００６１７ ３４６７０９３２２ ０．９
高 知 県 １６８６ ３３１０２ ６４１７２５１０ １．８
福 岡 県 ８６３８ ２５２４２０ ７３６７８７９８８ △２．４

佐 賀 県 ２０７７ ６３４３６ １６１０９１０６５ １．５
長 崎 県 ２８５３ ６９３７４ １５３７１１８３５ １０．６
熊 本 県 ３１１８ １０１４７７ ２８１６９６４６０ １３．１
大 分 県 ２３４１ ７２１１４ ３０８７４５８６５ １１．２
宮 崎 県 ２１３２ ６４３４０ １３１９１９２０５ ２．６

鹿 児 島 県 ３２４６ ８９１５７ ２０１４５４５８３ １．７
沖 縄 県 １５０４ ２５３６４ ６４６４６５８１ ５．１

埼玉県の順位 ４ ５ ６ １７
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金属製品 
16.2％ 

金属製品 
6.3％ 

一般機械 
13.5％ 

一般機械 
9.7％ 化学 

9.6％ 

電気機械 
8.9％ 

電気機械 
18.2％ 

プラスチック製品 
7.9％ 

プラスチック 
製品 
5.6％ 

事業所数 
19,223事業所 製造品出荷額等 

14兆4,740億円 

出版・印刷 
7.6％ 出版・印刷 6.8％ 

食料品 
6.2％ 

食料品 
9.0％ 

衣服 
5.0％ 

輸送用 
機械 
14.6％ 

その他の 
製造業 
34.7％ 

その他の製造業 
20.1％ 

事業所数（平成１２年１２月３１日）・製造品出荷額等（平成１２年）の産業中分類別構成比

資料：「埼玉県の工業」県統計課

概要
「工業統計調査」によると、平成１２年１２
月３１日現在の埼玉県の事業所数（従業者４
人以上）は、前年比４０９事業所（２．２％）増
の１９，２２３事業所で全国第４位、従業者数は、
前年比１，３５０人（０．３％）増の４７８，１７９人で全
国第５位でした。
また、平成１２年の製造品出荷額等は、前

年比６，６０６億円（４．８％）増の１４兆４，７４０億円
で全国第６位でした。
「埼玉県の工業」によると、平成１２年１２
月３１日現在の産業中分類別の事業所数では
金属製品製造業（３，１１０事業所・構成比
１６．２％）、一般機械器具製造業（２，５９６事業
所・同１３．５％）が全体の１０％を超え、以下、
電気機械器具製造業、プラスチック製品製
造業、出版・印刷・同関連産業、食料品製
造業と続いています。前年と比べると金属
製品製造業が１４５事業所増と最も増えてい
ます。
また、平成１２年の産業中分類別製造品出

荷額等では電気機械器具製造業（２兆６，３４８
億円）が最も多く、以下、輸送機械製造業
（２兆１，０７４億円）、一般機械器具製造業（１
兆４，０９３億円）の順となっており、これに

精密機械器具製造業を加えた機械産業の合
計が県全体の製造品出荷額等の４４．８％を占
めています。前年と比べると電気機械器具
製造業が１，３６３億円増、輸送機械器具製造
業が１，０９０億円増と１千億円を超す増加を
示しました。

事業所
一般的に工場、製作（造）所、加工所な

どと呼ばれているような、一区画を占めて
主として製造又は加工を行っているもの。
日本標準産業分類の「大分類－F製造業」
に属するもので、国に属する事業所を除く。

従業者
常用労働者と個人事業主及び無給家族従

業者。

製造品出荷額等
調査対象年における製造品出荷額、加工

賃収入額、修理料収入額、製造工程からで
たくず及び廃物の出荷額及びその他の収入
額の合計であり、消費税等の内国消費税額
を含んだ額。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「工業統計表」経済産業省
＊３４「工業統計表」経済産業省

平成１２年１２月３１日
平成１２年

毎年
毎年
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５４商業
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

商店数
従業者数
（人）

年間商品
販売額

（百万円）

コンビニエンス・
ストア・商店数

（店）

全 国 １８３２７３４ １２５２４７６８ ６３９２８５１３１ ３９６２８

北 海 道 ７１９８０ ５４７８１８ ２２３００００１ ２３４４
青 森 県 ２２８６６ １３３０９３ ４１０２６６１ ５８１
岩 手 県 ２２０６２ １２４７４５ ４０４５５０２ ５６２
宮 城 県 ３５７７３ ２５５４６１ １２５７９２５７ ８２４
秋 田 県 ２０３４６ １０８９７０ ３５３２５００ ４２６

山 形 県 ２０６８４ １１０３７２ ３２８９９４３ ３５９
福 島 県 ３２０３６ １８０３２１ ５４８３６４１ ７４０
茨 城 県 ３８７８２ ２４７０７４ ７８６６８８６ １０８９
栃 木 県 ２９４６６ １７８１４５ ６０５５８２１ ７１２
群 馬 県 ２９５６０ １８２３９６ ６２６７６９５ ６１３

埼 玉 県 ６８８８２ ５０４９８２ １７０１１０６６ ２０５３
千 葉 県 ５８５４０ ４３１９９１ １３４２７４６９ １７６６
東 京 都 １９３２８０ １８０８１３６ ２０３１１９０１５ ５０７４
神 奈 川 県 ８２９７９ ６５４４９９ ２３０３７７０３ ２７４９
新 潟 県 ４１２９５ ２３７４２９ ８５１０５８０ ６５６

富 山 県 ２０８８２ １１２９１７ ３８７２４６６ ３４６
石 川 県 ２０１６７ １２５２６１ ５２１２８４０ ３９１
福 井 県 １４８５８ ８２２０４ ２７７９９４６ ２３０
山 梨 県 １３９９０ ７６４２８ ２１６４７６１ ３４０
長 野 県 ３３４０７ ２０４２７３ ７４０６３５８ ６７６

岐 阜 県 ３３６６１ ２００１００ ６１２５１４０ ６３３
静 岡 県 ５７０６３ ３４７４６９ １２５１３９２１ １０７２
愛 知 県 １０１４１４ ７７０５６２ ５２５１３２３０ ２３０６
三 重 県 ２７５６７ １６１９２５ ４４２８８８２ ４１２
滋 賀 県 １７３２６ １１０９５９ ２９３９４４０ ３８７

京 都 府 ４２４８０ ２７５９０４ ８８２４３９９ ８０１
大 阪 府 １４２３８０ １１０８５８２ ７６６０２３０７ ２６０９
兵 庫 県 ７４２０５ ４８２８０５ １５８７０３０１ １０９５
奈 良 県 １６１７５ ９５７９１ ２３６０１７４ ２６２
和 歌 山 県 １８７８３ ９１５６０ ２２４１４６２ １８１

鳥 取 県 ９３８０ ５５６１７ １６８６１３９ １３４
島 根 県 １３９９３ ６９３８８ １８６９１３１ １３８
岡 山 県 ２９０９０ １８２４５４ ６４０２４１２ ４４４
広 島 県 ４５１０２ ３１０００２ １４２４０２８５ ６９３
山 口 県 ２５６８２ １４６８３０ ４３０２０５４ ３８５

徳 島 県 １５１３１ ７５７６４ ２１１５７２８ １４３
香 川 県 １７８２９ １１０８６３ ５２１６５２８ ２７３
愛 媛 県 ２５４９３ １３８０９４ ４３０９３８０ ３１４
高 知 県 １５２７８ ７９５９２ １９５０５６８ １６３
福 岡 県 ７６２１７ ５４１２８１ ２６６４８４６９ １７６８

佐 賀 県 １４３２９ ７９５４５ ２１２３９６４ ３０２
長 崎 県 ２５６２１ １３８６３９ ３７８８９０７ ４２３
熊 本 県 ２７７６９ １６６６８５ ４８１７６５５ ６３１
大 分 県 ２０１６０ １１４０６８ ３０５５５３９ ２９２
宮 崎 県 １８５４６ １０４００８ ３０２２８９４ ３２４

鹿 児 島 県 ２８６６１ １５２７８６ ４５７４９７２ ４８７
沖 縄 県 ２１５６４ １０６９８０ ２６７５１３７ ４２５

埼玉県の順位 ８ ７ ７ ６
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0 20 40 60 80 100

年間商品 
販売類 

従業者数 

商店数 

（％） 

各種商品 織物・衣服・身の回り品 飲食料品 自動車・自転車 家具・じゅう器・家庭用機械器具 その他 

商店数・従業者数・年間商品販売額の主な産業中分類別構成比（小売業）

注）商店数、従業者数は平成１１年７月１日現在、年間商品販売額は平成１０年度。
資料：「商業統計表」通商産業省

概要
「商業統計調査」によると、平成１１年７
月１日現在の埼玉県内の商店数は、前回調
査（平成９年６月１日現在）と比べて６．３％
減の６８，８８２店（卸売業１５，０９８店、小売業
５３，７８４店）で全国第８位でした。一方従業
者数は、前回調査比１．９％増の５０４，９８２人（卸
売業１３９，０９９人、小売業３６５，８８３人）で全国
第７位でした。平成１０年度の年間商品販売
額は、前回調査（平成８年度）比１４．４％減
の１７兆１１１億円（卸売業１０兆５，８２３億円、小
売業６兆４，２８８億円）で全国第７位でした。
また、小売商店のうちコンビニエンス・
ストア数は２，０５３店で全国第６位でした。
小売業の産業中分類別の商店数、従業者
数、年間商品販売額の全てにおいて飲食料
品小売業が最も多くなっています。

商店
主として有体的商品の売買業務を行う事
業所、すなわち、一定の場所で商品の卸売、
商品売買の代理、仲立又は小売の業務を
行っている事業所。飲食店を除く。

従業者
個人事業主及び無給家族従業者、会社及

び団体の有給役員、常用雇用者。

年間商品販売額
調査対象１年間の有体商品販売額で、消

費税を含む。

コンビニエンス・ストア
売り場面積が３０㎡以上２５０㎡未満で、そ

の５０％以上がセルフサービス方式を採用し
ており、かつ飲食料品を取り扱っている、
営業時間が１４時間以上の商店。

※概要中の前回調査比は、平成１１年調査に
おいて事業所の捕捉を行ったことなどから、
時系列を考慮したもので算出しており、公
表数値により算出した値とは一致しない。
※簡易調査のため、民営（国、地方公共団
体以外）の事業所である。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１２４「商業統計表」通商産業省

＊３「商業統計表」通商産業省

平成１１年７月１日
（簡易調査）
平成１０年度
（簡易調査）

５年
（中間に簡易調査）
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５５県民経済計算
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

県内総生産＝
県内総支出
（名目）
（百万円）

県民所得
（百万円）

県内総支出
（実質・

平成２年価格）
（百万円）

実質経済成長率
（％）

全 国 ４９３８２０３１４ ３９０１２６３３６ ４７３８７４４９９ ０．５

北 海 道 １９６７６３２５ １５４６０４５４ １８３１５１８４ ０．７
青 森 県 ４５２３２３４ ３６６３４５１ ４３７８６９５ ２．０
岩 手 県 ４６９９１１０ ３７６５１４６ ４６８２４１２ １．８
宮 城 県 ８６００１８１ ６６３８６４９ ８１４０４０６ ０．２
秋 田 県 ３８３１１６２ ３０８０８４３ ３６９７１３７ ０．６

山 形 県 ４１２２６５９ ３３１３４５８ ４００８２０５ １．４
福 島 県 ７８４８４７９ ６０００５５８ ７８００３６７ ２．１
茨 城 県 １１１１３２１９ ９０８０３２０ １０８１５５９１ １．６
栃 木 県 ７７６８２９１ ６３８２５２０ ７３４４５７８ △１．３
群 馬 県 ７８７６５１０ ６２０４８０２ ７５０２９７８ ２．１

埼 玉 県 ２０１５４４４６ ２２６８７９３０ １８８６０７２６ １．１
千 葉 県 １８２５１３５３ １９０１９６７８ １６４８０９３６ ０．６
東 京 都 ８３２５１６３４ ４９５９１１４９ ８０６２６７６３ ０．０
神 奈 川 県 ２９４６６０３９ ２７５４６５２６ ２８６６６３７０ ０．１
新 潟 県 ９５１９８０８ ７３５８３５４ ９０９４４４１ △０．５

富 山 県 ４３５０８０３ ３２９９１６１ ４３０８３３９ △０．６
石 川 県 ４５５６２６１ ３５４９４３７ ４４８２２６４ ２．７
福 井 県 ３１６８４８８ ２３５２７３７ ３０６５９６４ △１．３
山 梨 県 ３１８０７７６ ２５５４８５２ ３０２６６０９ ０．３
長 野 県 ８１３７９７９ ６６４４９０４ ７９４４２１５ ２．７

岐 阜 県 ７２２０８３６ ６１２９７９４ ６７２９１６９ △０．２
静 岡 県 １４８１２５９０ １１７０８１０７ １４４９５９９６ △０．５
愛 知 県 ３２５１９６４３ ２４８７８１２９ ３２４６９６６０ ２．０
三 重 県 ６２４６８８５ ５２６８０２３ ６２３９７６０ ０．１
滋 賀 県 ５６４９５９３ ４３０１０１１ ５４７５３８１ ２．０

京 都 府 ９２９１０４９ ７７７１２７２ ８７８８１２７ ０．１
大 阪 府 ３９６６９６５０ ２９１４９１３１ ３８２０１７６２ ０．３
兵 庫 県 １９５３２７７１ １６０６２３５０ １８３１２２０１ △０．８
奈 良 県 ３６９１６９６ ４０３６８７０ ３４７５７８７ １．７
和 歌 山 県 ３１９９２００ ２６７６９４５ ２９８１３３３ １．３

鳥 取 県 ２１１２８６３ １５９５１０７ １９７２９２４ ２．０
島 根 県 ２４１０６８５ １８８１９２８ ２３４８４１０ １．６
岡 山 県 ７１６２７７８ ５３７２１０９ ６６６４７６８ ０．６
広 島 県 １０８１７０２４ ８５３３３０２ １０５０９４７０ ０．１
山 口 県 ５５１５５８９ ４３５６１３７ ５４７７２４８ ０．４

徳 島 県 ２６３８３９７ ２２５９８４９ ２５０６７０２ ０．５
香 川 県 ３６５３８６３ ２８８６４４０ ３５３９１５８ △３．６
愛 媛 県 ４７４９４９５ ３６４０９４５ ４５７３７３４ △２．８
高 知 県 ２３７１５９７ １９４６０４７ ２２４４７９０ ２．９
福 岡 県 １７３０２９８８ １３７５０２４４ １６０１０４５７ △０．１

佐 賀 県 ２８６０３４５ ２３５７３２４ ２７４７６７５ １．７
長 崎 県 ４４１５５０８ ３６１２１９２ ４１３２１２３ △０．６
熊 本 県 ５６４７９８６ ４７２３５４２ ５４０１７６４ ０．２
大 分 県 ４２５０８２１ ３２７２５９１ ４２０４５３１ ０．０
宮 崎 県 ３３５１８９８ ２７４２７２２ ３１３０６８６ １．１

鹿 児 島 県 ５１９３７８９ ４１７２５４６ ４８４６４１８ １．９
沖 縄 県 ３４３４０１８ ２８４６７５０ ３１５２２８５ １．２

埼玉県の順位 ５ ５ ５ １９
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１人当たり県民所得

資料：「さいたまの県民経済計算１９９９」県統計課

概要
「さいたまの県民経済計算１９９９」による
と、埼玉県の平成１１年度の経済は、平成１０
年度からの低迷状態が継続しましたが、平
成１２年２月に「さいたま新都心」へ国の機
関の移転が始まるなど、県内需要創出に向
けた大きな動きもみられ、実質経済成長率
（県内総支出（実質）の前年度比）は１．１％
と３年ぶりのプラス成長となりました。
県内総生産は名目で２０兆１，５４４億円で前
年度比０．４％増でした。主な経済活動別の
前年度比は、製造業が１，０１７億円減・２．０％
減、卸売・小売業が１，５０５億円減・６．８％減
でしたが、建設業は５０４億円増・２．９％増、
不動産業は１，１１７億円増・３．０％増、運輸・
通信業は４４４億円増・３．２％増、サービス業
は４３３億円増・１．４％増となりました。
県民所得は２２兆６，８７９億円で前年度比

０．５％増でした。所得項目別の前年度比は、
雇用者所得が１，１８７億円減・０．７％減、財産
所得が５６億円減・０．５％減でしたが、企業
所得は２，３１７億円増・５．７％増でした。また、
この県民所得を１０月１日推計人口（県統計
課）で除した１人当たり県民所得は３２７．６

万円で、前年度の所得水準を維持しました。
県内総支出（実質）は１８兆８，６０７億円で

前年度比１．１％増でした。

県内総生産
県内にある事業所の生産活動によって生

み出された生産物の総額（生産額）から中
間生産物の総額を控除したもの。

県民所得
県内の居住者（法人含む）が県内外での

生産活動によって新たに生み出した所得。

県内総支出
県内で一年間に支出された総額。

名目と実質
名目（値）とはその年度に実際に取引さ

れている価格で表したもの。実質（値）と
は特定の年の物価を基準として物価変動部
分を取り除いたもので、年度間比較が可能。

※表＊４の全国値は、全県平均（加重平均）。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「県民経済計算年報 平成１４年版」
内閣府経済社会総合研究所

平成１１年度 毎年
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